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1 .はじめに
近年，管理会計に関する論文で「経営戦略」についての言及が行われたり，
戦略という用語が使われることが多くなっている。それは，経営戦略が現代の
経営学における中心テーマのーっとされるようになってきたためばかりではな
し実際の企業経営においても，ブームといえるほどに関心が高まってきたこ
とが原因であろう。管理会計の意義弘経営管理に役立つ経済的情報の提供と
いう点に見いだすなら，経営学の動向に無縁でいるわけにはいかず，絶えずそ
の分野での発展を敏感に感知し，必要なものは摂取せねばならないであろう。
しかし戦略という用語は，必ずしも明瞭にその意味を意識して使われている
わけではないと思われる。単なる長期的な方針，あるいは競争方法と同義に使
われたり，さらには戦術や代替案の選択の意味で使われたりというように，か
なり混乱した状況にあるのが現状である。その理由は次の点にあると推測でき
る。①そもそもこの用語の起原は経営とは無縁の軍隊にあるため ~ii:l）②この用
語は経営学等の学問以外の，定義づけを必要としない日常的な様々な場面で広
く使われているため。③漠然とではあるがある程度の意味はつかめるので，あ
えて明確に用語の意味を調べずに使われることが多いため。
用語の使用法について厳格に論じることはあまり有意義で、はないが，それが
新しい分野であるなら，暖昧な使い方は混乱を招き，その分野の今後の研究の
発展にとってマイナスとなるであろう。
そこで当論文の目的は，これまで管理会計で行われてきた経営戦略に関する
主な研究成果を，その歴史的背景と共に簡単に振り返り，それを時代別に整理
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し再構成する。そしてそれにより経営戦略の意味を再確認し，経営戦略に役立
つ管理会計を構築する基礎を提供することにある。
2 • 1960年代の展開
経営に関する学問は，その時代の実際の企業のおかれた状況と，密接な関連
があることは言うまでもない。したがって経営戦略の概念も，その時々の企業
環境に大きな影響を受けることとなる。経営学の分野で，戦略という概念、が初
めて見られるようになった1960年代は「アメリカ企業が事業（あるいは製品・
市場）を急速に多角化きせていった時代であり，また長期経営計画の勃興期で
もあった」（加護野等 1985' p. 3）。それ故に，その概念も以下の定義のように，
全社的な企業成長の長期的な方向づけに関するものが中心であった。 Chandler
(1962 p. 13）によると，経営戦略とは「企業の基本的長期目標と目的の決定，
とるべきコースの採択，および、これらの目標達成に必要な資源の配分ア2）であ
る。統いて， Ansoff(1965 pp, 3-11）は企業における意思決定を，戦略的決定，
管理的決定，業務的決定に区別し，戦略的決定として次のような構成要素を挙
げる。「製品／市場領域」，「成長ベクトル（企業成長の方向）」，「競争優位性（競
争上の優位性を生み出す製品，市場の特性）」，「シナジー（製品・市場分野聞の
相乗効果）ア）
管理会計の分野で戦略という用語が，広く認識されるようになったのは，
Anthonyの著書からであろう。 Anthony(1965，邦訳， 1968'pp.20 24）は企
業における経営管理フ。ロセスを，戦略的計画，マネジメント・コントロール，
および業務執行的コントロールの3つに分類する。そして戦略的計画を「組織
の目標，その変更，その達成のために使用する資源，およびその資源の取得，
使用，廃棄を管理するボリシーを決定するプロセス」と定義した。これは当時
の経営学における経営戦略の議論から，様々な刺激を受けたものと推測しう
る？）またこの定義は，現在の，全社的な資源の展開・配分を意味する全社戦
略の定義（後述）と類似したものである。しかし， Anthonyはこの著書により，
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戦略的計画に役立っための管理会計の構築を意図したものではなかった（岡本
1973' p. 29）。また，この時代の他の論者により，特に戦略に役立つことを意図
した管理会計の目立った研究も行われていない。むしろこの時代は，経営戦略
という概念を特に意識せずに，現在，戦略的意思決定として論じられる設備投
資の経済計算について，理論的深化が行われた時代で、あったと考えられる ~tt5)
3 • 1970年代の展開
1970年代に入ると，企業において「多角化をいかに行うかという問題よりも，
多角化した事業活動をいかにして管理するかという問題の重要性が増してき
た。とりわけ，多角化した諸事業聞の経営資源の配分という問題が重要になっ
てきたのである。」（加護野等 1985' p. 3）。それに対応して，全社的な資源の
配分を合理的に解決する手法として， PPM(Product Portfolio Management) 
が開発されたり，あるいは，利益決定要因を探究した PIMS(Profit Impact of 
Market Strategies）のような分析的戦略策定手法が研究された。しかし，これ
らに対する管理会計の立場からの目立った研究成果は， 1980年代後半に至るま
であまり見られなかった。
そして1970年代後半になり，これらの戦略策定手法が実際に適用されるよう
になると，「経営戦略に適合した組織構造，管理システム，組織文化（人びとの
価値観や行動規範）をいかにしてっくりあげるかが経営戦略の有効性を決める
重要な要素であることが認識されはじめたのである。」（加護野等 1985, p.5）。
このような経営環境の変化に応じて，管理会計の分野でも戦略の実行を促すた
めの管理システム，特に業績評価システムの研究が進められることとなった。
それについて，今日までの展開を含めて以下に検討する。
経営戦略の分野で，企業の，環境に対する適応パターンの研究が広く行われ
てきた。これを企業の行う戦略類型と考え，その代表的なものと， Porterの競
争戦略の基本型を加えて，その特徴を要約して示すと以下のとおりである？）
Utterback & Abernathy (1975, pp.639-656) 
-41 (41) -
業績最大型…不確実な環境で特徴のある製品を販売，新機会の探究
売上最大型…安定した環境で標準的な製品を販売，高レベルの競争，若干の
製品差別化
原価最小型…標準化された製品で極端な価格競争，高能率，低イノベーショ
ン，
Miles & Snow (1978, p. 29) 
防衛型…限定された製品・市場での低原価あるいは高品質による競争，集権
的組織構造，能率重視
攻撃型…新しい製品と市場機会の絶えざる探究，柔軟な組織構造
分析型…前2タイプの中間型，既存の製品を中心として基盤を確立した後に
新市場に参入，マトリックス構造
受動型…一貫した戦略の欠如，環境変化を感じてもその圧力により強制さ．れ
ない限り無反応。
Porter (1980, pp.35-38) 
差別化…優れた品質，顧客サービス，イメージにより競争相手の製品と区別，
マーケティング，研究開発重視
原価リータVップ…原価低減努力により低価格で競争 シェア拡大重視
集中…特定セグメン卜を選ぴ，差別化あるいは原価リーダシップで競争
そこで管理会計の観点からこれに注目し，実際の企業をこれらのタイプに分
類しp 各戦略タイプにはどのような管理システムが適当であるかについての研
究がいくつか行われた。その代表的なものを，簡単に見ていくこととする。
Khandalla (1972, pp. 275-285）は，会計による公式のコントロール・システ
ムと競争タイプの関係について，アメリカの製造業92社を対象として実態調査
を行い，その結果，競争の増加につれて，経営コントロール手続きの使用が増
加することを発見した。そしてこの関係は，製品競争において最強で，マーケ
テイング競争では中程度，価格競争については最弱であるとした。この研究は
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戦略類型に関連づけて行われたものではないが，経営コントロール・システム
は，企業の競争する方法に関連することを，最初に示したものとして評価され
ている。
その後， Miles& Snowの分類に基づいた研究がいくつか行われた。
Miller & Friesen (1982, pp. 1-27）は，戦略類型別に，経営コントロール・
システム（差異分析，公式的な人員評価，統計的品質管理等）の使用が，イノ
ベーションにどう影響するかについて実証的に検討した。その結果，防衛型企
業では経営コントロール・システムはイノベーションを促進するように作用す
るが，企業家型企業（Miles& Snowの攻撃型に類似）では，それはイノベー
ションを抑制する効果をもつことを示した。この調査結果は次の理由によると
推測できる。すなわち，各々の戦略タイプについて経営コントロール・システ
ムは，それぞれその時点での過少（防衛型）あるいは過大（企業家型）になり
がちなイノベーションの状況を知らせ，それを緩和する作用を果たしているこ
とを示したものと解釈できる。それ故にこの研究は，異なる戦略を行う企業に
おいて，会計システムがその人員に与える効果を考える際に，一つの示唆を与
えるものと評価できる。
これに続いて，直接的にコントロール・システムと業績の関係を問う研究も
行われてきた。しかし初期の研究では，各戦略類型と業績の関係について単純
な比較が行われたにすぎない。例えば Snow& Hrebiniak (1980, pp. 317-
336.）の研究によると，一部の政府規制下にある産業を除くと，防衛型，攻撃
型および分析型の企業は，受動型の企業よりも財務業績面で優れていることを
発見した。これに対して Hambrick(1983, pp. 5-26）の研究では，防衛型企業
はその環境に関わりなく，一貫して攻撃型企業よりも業績が優れているという
調査結果がもたらされた。しかしどのよっな結果が発見されるにしても，これ
らの研究はあまり意味のあるものではない。なぜなら，各戦略類型の企業の業
績に与える他の要因が，全く考慮されていないからである。そこでその後，他
の要因を考慮した様々な研究が行われることとなるが，そのうち，特に管理会
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計に関連をもっと思われる調査結果を次に検討する。
Simons (1987, pp. 357-374）は，財務コントロール・システムに注目し，そ
れの各戦略タイプの企業の業績にもたらす影響を考察する。これは76の企業を
Miles & Snowによる防衛型と攻撃型に分類し，それぞれについてコントロー
ル・システムと財務業績の関係を調査したもので，その結果両タイプの企業で
いくつかの有意な差異を発見した。この結果は既に詳細に検討されているので
（小林 1988, pp.468-471.あるいは Dent1990, pp. 12-13参照），ごく簡単に
要約すると以下のとおりである。
タイトな予算目標の設定，コントロール・レポートでの予測データの使用，
アウトフ。ットに関連した目標の設定，および結果の頻繁なモニターは，いずれ
も攻撃型企業の業績に正の影響をもたらし，その程度は防衛型企業よりも大で
あった。また報告の頻度の増加は，大規模な攻撃型企業の業績に対して防衛型
企業よりも正の影響を与えた。そして，原価分析技法の使用および原価コント
ロールの実施と業績の関係は，大規模な攻撃型企業では，防衛型企業よりも強
い負の相関が示された。
以上の結果から Simonsは，業績良好な攻撃型企業は財務的コントロール・
システムを防衛型よりも徹底して使用しており，さらにコスト・コントロール
よりも，予測およびアウトプットデータを重視していると結論づけた。
しかし，この結果は Miles& Snowの分類自体と矛盾することとなる。す
なわち，彼らによると攻撃型はイノベーションを，それに対して防衛型は能率
を重視するので，むしろ防衛型がコントロール・システムをより有効に使用し
ていると予想された。そこで，それに対するいくつかの理由が指摘された。
(Dent 1990, p. 12を以下に要約）
攻撃型企業はイノベーションが過剰となりやすいので，それによるリスクを
コントロール・システムにより，受容可能限度内に抑制したいという意思が働
くため，およびこれらの企業はより大きな環境の不確実性にさらされているの
で，頻繁な業績のモニターを必要とするためである。また，現在の財務コント
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ロールは設備関連原価のコントロ．ールをあまり重視していない。しかし防衛型
企業は，通常攻撃型よりも資本集約的で，直接費が少ないために，これらのコ
（注7)
ントロールがあまり有効に機能していなかったためではないかと推測した。
以上のようにこれらの研究から，必ずしも普遍的な結論が導かれたわけでは
ない。しかしすべての企業に適切な管理システム（予算システム等）があるわ
：ナではない点，および、戦略類型がそれに大きな影響を及ぽすため，それへの考
（注8)
意が非常に重要であることが明確になった点が大きな貢献である。
これらの分類に対して加護野（1985,pp.217-225）は，環境変化への適応形態
（①オペレーション志向…漸進的に環境変化に適応，②フ。ロダクト志向…非連続
的に環境変化に適応）と，組織編成方法（①グループ・ダイナミックス…主と
して非公式的な人的ネットワークを通じた組織化，②ビューロクラティック・
ダイナミックス…主として公式化による人々の活動の組織化）の2つの次元に
よる類型を示す。そして，戦略計画，組織構造，管理システムが環境適応のプ
ロセスを支配するのは，ビューロクラティック・ダイナミックスによる組織の
みであり，グループ・ダイナミックスによる組織は，むしろ組織文化が重要な
役割りを果たすと述べている。この研究成果を管理会計の立場で考えると，あ
るタイプの組織では，予算等の従来の管理システムはあまり有効に機能しない
ため，それに適する新たな管理システムを作らねばならないことが，緊急、の研
究課題として要請されたこととなる。
4 • 1980年代の展開
(1）競争戦略と管理会計の関連について
これまで，競争について戦略として論じられることは少なかった。それは従
来，競争の問題は，マーケティングの分野にのみ関わるものと考えられてきた
ためである。しかし， 1980年代に至り競争の激化および Porter等の出現によ
り，競争戦略が注目を浴びるようになってきた。これは「競争手段の多様化と
りわけ製品開発競争の激化とともに，マーケティングだけでなく，製造，研究
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開発など複数の職能の活動を競争優位の確立という観点から統合することがま
すます必要となってきた」（加護野等， 1985p. 4）状況に対応して，競争戦略と
してより広い観点から総合的に考えることが必要になってきたからである。
これに応じて経営戦略の定義も次のように変化してきた。「環境適応のパター
ン（企業と環境とのかかわり方）を将来志向的に示すものであり，企業内の人
びとの意思決定の指針となるもの）（加護野 1985, p. 7）。また出版は1978年で
あるが，その後経営戦略の代表的な定義として引用されることの多い Hofer& 
Schendelの定義は次のとおりである。「組織がその目的を達成する方法を示す
ような，現在ならぴに予定した資源展開と環境との相互作用の基本的パターン」
(Hofer & Schendel 1978，邦訳 1982' p. 30）。
以上のように，外部環境への適応が重視されるようになっていることを見る
ことができる。それに応じて管理会計の分野でも，競争戦略に有用な情報を提
供することが必要となってきた。この流れに呼応するかのように，戦略管理会
計が数人の論者により提唱された。
Simmonds (1981, p. 26）は，戦略管理会計を以下のように定義した。「事業
戦略を策定し監視（monitor）する際に使用するための，その事業と競争企業に
関する管理会計データの収集と分析」として，「実際の原価，価格，数量，マー
ケット・シェア，およびキャッシュ・フロー等の相対的レベルと趨勢が特に重
要である」と述べた。次に Bromwich(1990, p. 28）の定義を要約すると，「戦
略管理会計とは，企業の製品市場と競争相手の原価構造に関する財務情報の作
成と分析，および多期間にわたる自社戦略と競争相手のモニターである。」とし
て「戦略的観点が採用されるところでは，原価は需要との関わりで考慮、きれね
ばならない」と述べている。また Ward(1992, p.3）は，戦略管理会計が他の
会計と異なる主要な特徴を，競争企業，供給業者，顧客，政府等の組織のよう
な外部要因を考慮し，それに注目せねばならない点に求めている。また
Shank & Govindarajan (1989, p.xi）は，戦略管理会計についてではないが，
それに関連する概念として，戦略的原価分析では「競争優位性を獲得するのに
-46 (46）一
必要な戦略を作成するために，原価データが使用される」と述べている。
これらの定義から，従来の管理会計に比べて戦略管理会計は，外部の競争環
境に関する情報を重視していることを見ることができる。それで、は競争に関す
る情報とはどのようなものであろうか。
まず考えられるのは競争相手に関する情報である。競争に際して重要な情報
は，売価および原価等の絶対額ではなく，競争相手と比較した相対的金額であ
る。それ故財務諸表分析も，従来のように前年度実績を中心とした内部の業績
を主な対象とするのではなく，競争相手との相対的比率の分析が重要となるで
あろう。しかし，それらの相対的な評価情報をいつも必要とするのではなく，
状況に応じて重要となる’情報が違ってくる。この点に関する Ward(1992,pp. 
238-280）の見解を要約すると以下のとおりである。例えば，製品の市場への導
入期には，競争優位性は新しいイノベーションにより達成されることが多いの
で，競争相手の研究・開発費の相対的レベルが重要とする。また成長期に重視
されるのはマーケット・シェアなので，相対的なマーケテイング費用が重要で、
あるとする。そして成熟期には，顧客の維持のため価格が重視されるので，原
価優位性が重要となり，競争相手の相対的な原価に注目する必要があると述べ
る。また対象とする競争相手も，全競争企業に関してではなく，最も近いライ
バル，その業界のリーダー企業，および業界の平均的な企業についてのものが
重要で、あると考えられる。さらに，その市場に参入しようとしている企業のも
のも考慮すべきとの意見もある（Belkaoui1992, p. 154）。しかしこれらの点に
関しても，企業の目標（業界トップとなることを目指すか，あるいは当面のラ
イバルに勝つことを目標とするか）に応じて，どの情報を重視すべきかが決ま
ってくるであろう。これらの競争相手に関する情報は，内部情報と異なり収集
が容易ではないが，コンビューターの発達，およびディスクロージャーの進展
により，その推定がかなり容易になってきている戸）
またマーケット・シェアに関する情報も非常に重要で、ある。売上高が増加し
ても，それが市場の成長によるもので，シェアが逆に減少しているなら，原価
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優位性は低下している可能性が高い。それは競争相手に較べて生産量が劣るの
で，経験曲線効果が作用するためである。それ故に，従来の管理会計情報で得
られるような売上高の予算差異情報では，適切な評価は困難で、ある。そのため
競争相手に対する相対的なシェアの情報も示すべきと主張されている（Ward
1992' p. 63）。 Simmonds(1988, pp. 29-31）は，シェア増加により単位当たり
原価が減少し，その結果投資収益性に変化が生じる状況を例示し，検討を加え
ている。
企業の収益性は次の5つの基本的競争要因，すなわち，既存の業者間の敵対
関係，新規参入の脅威，供給業者の交渉力，買い手の交渉力，代替製品の脅威
により決定されると考えられている（Porter1985，邦訳 1985, p. 7）。それ故
に，競争優位性を確立するためには，これらに関する情報を提供することも必
要となる。これらの項目を明確に数量的に評価するのはかなり困難で、あるが，
できるだけ客観的な評価が可能な指標を工夫することが必要である。例えば自
社の交渉力に関しては，相対的依存度に（討：10）より示すことができる。また，潜
在的競争者の参入の脅威については，次のような参入障壁，すなわち規模の経
済性，必要資本額，流通経路・供給経路の確保，製品差別化の程度，技術的障
壁，行政的障壁等により決定されるが，必要資本額に関しては，例えば1工場
当たりの平均固定資産額を測定することにより，新規参入の困難さを判断し，
業界の将来の競争状況を予測することができるであろう。
以上，競争戦略に対する情報提供について見てきたが，大きな問題は，これ
らの情報を管理会計情報と呼ぶことができるかという点である。しかしこれを
欠くなら戦略管理会計は非常に内容の薄いものとなるであろう。
(2）ライフ・サイクル曲線，および PPMと管理会計の関連について
長期的観点から経営資源を配分する際には，各製品のライフ・サイクル
を（注11）十分に考慮することが不可欠で、ある。それ故に，戦略管理会計を提唱す
る論者は共通して，上記の競争戦略に加えてこの問題に関心をもっ。例えば，
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Wardは StrategicManagemen{ Accounting (1992）と題する著書において，
全20章のうち 4章をこの問題の検討にあてている。また McNameeも Man-
αrgement Accounting: Strategicρtanning and marketing (1988）において，
この問題に関して詳細な検討を加えている。そこで，これに Wilson(1991, pp. 
86-88）の論考も加えて，管理会計の観点からライフ・サイクル曲線について検
討を行うこととする。
ライフ・サイクル曲線の各段階はそれぞれ表1(McN amee 1988, p.44から一
部抜粋）のような特徴をもっ。
表
導入期 成長期 成熟期 衰退期
基本的戦略 投 資 維 持 維 持 撤 退
j五E 動 f生 イ民 改 善 改 善 高
収 iナEセ． ’性 損 失 最 大 j戚 少 減少一損失
競争企業の数 少 増 加 j成 少 少
市場規模 拡 大 京ルi『・ 定 縮
｛面 格 高 両 ｛民 下． イ丘
生 産 量 イ民 増 加 安 ，疋J」， j成 少
原 価 高 ｛民 下 ｛民 下 安定一低
それ故に，各段階により異なる戦略が要求されるので，管理会計システム，
特に業績評価システムも異なるものを構築する必要がある。
導入期は次の理由により多額の投資が必要で、ある。①消費者に製品を知らせ
るため，②販売経路確立のため。③生産設備構築のため，④人員の雇用・訓練
のため。そしてこの段階での主要な競争成功要因としては，ライバル参入まで
の時間，および開発スピード等の非財務的指標が重要で、ある。それ故にこれら
の評価なしに，短期的 ROIのみで部門業績を評価するのは特に不適切で、ある。
また，売上が不確実で、，戦略が確立していないためリスクも大である。それ故
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に，設備投資の際の DCF法の割引レートは，それを反映したものとしなけれ
ばならない。
次いで成長期での重要な成功要因は，マーケット・シェアとマーケット自体
の成長である。それ故に，短期的 ROIのょっな財務尺度を重視するより，むし
ろ非財務的尺度（シェアあるいは成長率）を規則的にモニターし，計画レベル
と比較することが必要で、ある。そしてシェア増加のためには，競争優位性が不
可欠だが，それには多額のマーケテイング関連費用を必要とする。それ故にこ
れらは短期的に評価するのではなく，長期投資として DCF法等により評価す
べきとの提案も行われている（Ward1992, p.256）。また，現在ライフ・サイク
ルのどの地点にいるかの認識が重要だが，市場成長率をモニターすれば，成熟
期の始まりを予測できる。しかし，一時的な需要減退により成長率が下降する
ことがあるので，それを的確に判断することが必要で、ある。またこの段階で注
意を要するのは，高成長のため過剰設備を導入しがちだが，多数企業の参入に
より売上が急減する可能性があるので，ライバル情報に絶必ず注目せねばなら
ないことで、ある。
それに対して成熟期では，それ以上の売上増大は望めない。それ故にそれま
での投下資金の回収を重視し， ROIのような短期尺度を使うのが良いとされて
いる 0 ・しかしシェアをより長く維持することも重要で、ある。それで、継続的な原
価優位性維持のため低原価への努力が必要で、あり，設備投資も成長目的でなく，
原価節減のための省力化，自動化を目的とすべきである。また，差別化も重要
であるが，この段階では顧客は製品知識が豊富なので，差別化に要するマーケ
ティング費用を回収しうるほどの高価格は支払われないのが普通で、あり，ブラ
ンドの創造も遅すぎるとされている（Ward1992, p.265）。この段階では，製品
によっては買換え需要が主となり，販売の循環性が生じる場合がある。その際
成熟期が終了したと判断し，戦略を変更することがないように，利益指標のみ
に注意するのではなく，販売の内容についても考慮することが重要で、ある。ま
たこの段階は低成長なので，固定費の変動が他の期に比べて少ないため， CVP
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分析を最も有効に適用できるのが特徴であるとされる（Ward1992 , p.269）。
衰退期では，将来のキャッシュ・フローは期待できないので，再投資を最小
化（注12）し短期キャッシュ・フローを最大化することが重要となる。それ故に製
品廃止時期の決定が最も重要で、あり，また，ブランドの他の製品への移転が重
要な問題となる。
これらの議論から，ライフ・サイクル曲線については様々な欠点もあるが，
製品のライフ・サイクルに応じてとるべき戦略が異なるように，管理システム
もその段階に応じて，最適なものを作成していかなければならないことが明ら
かとなる。それでは現実の企業では，これらはどのよっに行われているのだろ
うか。
小倉（1990'pp.72-93）は目立における設備投資の認可制度を調査することに
より，それのライフ・サイクルの各段階に応じた違いを次のように述べた。
「戦略製品の生産設備に関しては早期の資本回収とその再投資という成長重視
の政策が，また，成熟製品に関しては収益力の強化のため生産ラインの合理化
・省力化を推進する政策が存在し，それぞれの戦略的役割に応じて増産投資に
は回収期間，合理化投資には初年度投下資本利益率といっ認可基準が用いられ
ている」と。
またこの時代になると，前述の PPMm13）についての検討も行われるように
なった。しかし，それが経営戦略の代表的手法であるとして，戦略管理会計に
関する文献で言及されることは多いが，それの単なる紹介および、その各象限の
（注14) "' 戦略の解説に止まるものが多く， それと管理会計との具体的な関連について
述べられているものは少なかった。しかしそもそも PPMは，製品のライフ・
サイクルを前提として確立された手法なので，ライフ・サイクルの各段階と，
PPMの各象限の聞に何らかの関係を見いだすことができる。それ故に「問題
児」および、「花形」の製品は導入期あるいは成長期の，「金のなる木」は成熟期
の，そして「負け犬」は衰退期についての評価方法をそれぞれ適用できるであ
ろう。上記のようにこの分野での研究は少ないが，次の3者により興味深い研
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究が行われている。 Govindarajan& Gupta (1985, pp.51-66）は， PPMの各
象限に属する企業とマネジメント・コントロールのー側面であるボーナス支払
制度との関係を検討した。その結果，長期的評価基準と主観的で、非公式なボー
ナス計算は，拡大（build）戦略（注目）を行う企業には有効だが，収穫（harvest)
戦略の企業には不適との結論を下した。
谷（1991,pp.7-10）は1980年代に行った実態調査に基づき，各象限の製品を
持つ事業部門の振替価格を検討して，次のように述べた。「事業部聞の振替価格
は市価基準をベースとしながらも，“金のなる木”の事業部から“花形製品”の
事業部に対して，資源の傾斜配分の手段として，例外的に原価基準を適用して
いるケースが見られた」と。この研究により，管理会計システムを全社的な戦
略の促進に向けて活用している企業の姿を見ることができる。
また伏見は， PPMを管理会計情報に関連させて考察を行っている。例えばこ
の手法では「金のなる木」から十分な資金を得て，「問題児」を「花形」に育て
ることと主張されているが，その際どの程度「問題児」のシェアを上昇させ，
「令のなる木」のシェアをどの程度で維持するかの複数の代替案が存在するのが
普通で、ある。そしてそれは他の象限の製品についても同様で、ある。そこでこれ
を考慮して，具体的な例に基づき検討する。その結果従来の目標計画法を，よ
り企業の現状に適応するように改良した「目標ベクトル法」と名付けた線型計
画モデルを開発し，その使用により代替案の適切な選択を行うことを提唱する。
以上のように，個々の戦略策定手法にどのように管理会計情報を関連させて，
その有用性を高めていくかといっ問題に対しては，徐々に成果が上がりつつあ
る。
(3）戦略的意思決定と管理会計の関連について
この時代には，従来からある戦略的意思決定方法（投資の経済計算）の，改
良を意図した研究も行われた。伏見は「経営の戦略管理会計」（1992）において，
戦略的意思決定への会計情報の提供という観点を中心に，具体的な数値例を示
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すことにより議論を展開する。その中で，前記 PPMに関する研究以外の，戦
略に関連すると思われる部分を要約すると以下のようになる。
投資の意思決定は，キャッシュ・フロー基準で行われることが多い。しかし
現実に意思決定を行う際には，それが財務会計上の利益にもたらす影響も無視
しえない。例えば，長期的には好ましい投資も，短期的には著しく財務会計上
の利益を圧迫することが珍しくないからである。そこで伏見は，キャッシュ・
フロー基準のみでなく，他の目標も同時に考慮、して意思決定すべきことを主張
する。そしてその方法として，前記の目標ベクトル法により代替案の選択を行
うことを提唱する。
さらに，戦略の評価にはどのような管理会計情報を提供すべきかという困難
な問題についても検討を行っている。戦略に要する原価を現行の発生基準によ
る方式で処理すると，現在の利益に貢献しないプロジェクトを実施した事業部
および事業部長は，初期の段階でマイナスの評価を受けることとなる。そのた
め，長期的に有益なフ。ロジェクトへの投資が排除される危険がある。それ故に
戦略実施のマネジャーに関しては，戦略上の貢献度と，現在の利益に対する貢
献度を分離して測定することが重要となる。これに対して伏見は，一般に考え
られるものとして次の3つの方法をあげる。
①本社承認コストは事業損益計算書に計上せず，本社費用とする。
②事業部長業績評価時に，戦略コスト差引前の利益で評価する。
③戦略コストを所定の方式の枠内で，任意に繰延べ経理することを認める。
そしていずれも実行可能で、あるが，①②は事業部長の長期収益性の責任を唆
昧にするので，③が理論的に最も妥当であろうと述べる。ただしこの方法によ
ると，税金や配当負担が増加する恐れがあるが，その額は金利効果の差による
ものだけで，一般に考えられているほど大でないことを具体例により示し，こ
の方法の使用を提唱する。
また長期収益性の評価・分析フ。ロセスの全体を通じて，キャッシュ・フロー
情報の果たす重要性を考えて，キャッシュ・フロー表が不可欠で、あると述べる。
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上記のように伏見の研究は，戦略策定，評価フ。ロセスに対する情報提供につ
いて，具体的なケースにより検証が行われたものであり，実務に対して有用な
多くの提案が行われている。さらに，全社的な資源の展開・配分を中心とする
全社戦略（後述）を広範囲に検討しており，戦略管理会計研究に対する一つの
適切な方向を示したものと大いに評価できる。
また次の2つの例は，意思決定に新たな観点（これをそれぞれの著者は戦略
的観点と称している）を持ち込むべきとする提案である。
Ward (1992, pp.256-264）は競争相手の情報の重要性を，具体的なケースを
仮定することにより示した。それは，当初の DCF法により有利と判定された
新事実進出のための設備投資が，新たな企業の連続的な参入により，価格，お
よび原価の変更を余儀なくされ，当初の予想とは逆に不利なものとなっていく
過程が，数値例により示されたものである。この例から，形式的な DCF法の
適用，およびそれへの過剰な依存は，誤りへと導くことが理解できる。特にキ
ャッシュ・イン・フローが大と予測される事業ほど，新規に参入する企業は多
いと予想されるので，注意が必要で、ある。ただし，この研究は従来の方法の欠
点が示されたのみで，戦略策定にいかにこれらの情報を組み込むべきかに関す
る解決案は全く提示されていない。それ故にこの問題については，現在，キャ
ッシュ・イン・フローの予測値を算定する際に，これらの可能性を加味すると
いうように，意思決定時に可能な限り数値化する等の方法で対処せざるをえな
いであろう。しかしこの研究は，設備投資の経済計算と呼ばれる領域に，競争
企業情報のような競争戦略の情報を含めることの重要性を示し，その具体的方
法の検討を促したという意味において，大いに評価することができる。
これに対して次の例は，意思決定の際に長期的情報も考慮すべきとの考えで，
Shank & Govindarajan (1989, pp.3-21）により示されたものである。しかし
この例に関しては，宮本（1990,pp.213-225）により紹介が行われているので，
ここではその内容の紹介については最小限にして，戦略管理会計にもたらす影
響を中心に検討を行うこととする。
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Shank & Govindaraj anは，従来の関連原価分析と戦略的原価分析では，い
かに異なる意思決定が行われるかを示すために，注文引受け可否に関する具体
的な数値例を展開する。それは，低操業状態にある企業への安値受注に関する
もので，従来の関連原価の分析では有利と判断される注文が，他の販売店との
関係悪化，製品イメージ低下に伴う低利益率製品への傾斜，および運転資本増
加に伴う借入の増加や財務構造の悪化といった長期的観点を考慮すると，不利
な注文となる状況が示されたものである。この例から，彼らは戦略的観点を原
価分析に持ち込むべきと主張する。
Shank & Govindarajanの提案は，典型的な業務執行的意思決定の問題（現
有設備のままで受注が可能な状況での意思決定のため，その企業に及ぼす効果
が一年以内であり，長期的な影響を与えないと考えられる）を取り上げ，それ
に新たな観点から考察を加えたものと解釈できる。すなわち，利子率を考慮し
ない差額原価収益分析により意思決定すべきとされていた問題に，他の要因も
考慮すべきとの主張である。しかし，従来からこれらの決定に際しては，差額
原価収益分析の結果のみで意思決定が行われていたわけではなく，数量的に評
価しえない影響への考慮も当然行われていた。それ故に Shank& Govindara-
janのケースにより，本質的な新しい提案が行われたと解するべきではなく，む
しろ長期的な影響要因への考慮を，従来の差額原価収益分析に明示的に持ち込
んだという点で評価すべきであろう。すなわち，情報をより有用なものにする
ためには，従来数量化できないと考えられてきた情報を，可能な限り数値化し
て意思決定の際に明示することが，今後の管理会計に求められる重要な課題と
考えられるからである。（ただし Shank& Govindarajanは，戦略的原価分析
の目的は，競争優位性獲得に必要な戦略作成のためのデータの提供にあるとし
ている。それ故にここで戦略といっ用語は，前述の競争戦略の意味で使用され
たものと解釈できる。しかしここで展開された例は，従来の影響期間一年を基
準にした，戦略的と業務執行的意思決定との区別に基づいて，後者において長
期的影響への考慮も加味して意思決定を行うという意味で，戦略という用語を
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用いたものと解釈する方が適当であろう。しかしそのような用語上の問題はと
もかく，業務執行的意思決定に戦略的考慮を持ち込むことの意義を，具体例に
より示した点において，大いに評価できるものである）。
5. おわりに
これまで，管理会計での戦略に関する代表的な研究について，簡単に歴史的
に振り返ってきたが，戦略管理会計構築のためには，現在における経営戦略の
意味を再確認する必要があるであろう。それは戦略をどうとらえるかにより，
それに役立つ管理会計の形態も異なったものとなるからである。
経営戦略の定義は論者により多少異なるが，その共通項として次の点をあげ
ることができるであろう。①企業の将来の方向あるいはあり方に，長期的かっ
重大な影響を与え，意思決定の指針あるいは決定ルールとしての役割りをはた
すもの，②企業と環境とのかかわり方について述べたもの（注目）
前述のように経営戦略の定義は，時代とともにその焦点が変化してきている。
例えば，初期においては前記の Chandlerの定義に見られるように，①の長期
という側面が強調されていた。しかし最近の定義によると，②の外部環境との
適合という側面が重視されるようになってきた。これは，近年の激しい企業環
境の変化という現実を反映して，従来の経営学のように内部管理を中心とする
のではなく，市場環境を始めとした外部環境への対応が強く求められるように
なってきたためである。そしてその能力により，今日，経営戦略が広く注目を
集めているものと考えられる。それ故に管理会計の分野でも，現在，戦略とい
う用語を用いる場合には，単なる長期という意味ではなく，それに加えて多様
な環境要因の考慮という②の意味を強調したものとして使用すべきである。し
たがって戦略管理会計構築の際にも，環境要因に関する情報提供を重視するこ
とが必要で、あろう。
経営戦略の意味をさらに明確にするために，具体的に経営戦略の内容として，
今日，どのようなものが考えられているかを見てみよう。それは全社戦略と事
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業戦略の2つのレベルに分割して考えることができ，それぞれ次のような内容
を持つとされている（加護野 1991, p.5) （注17)
1.全社戦略…全社的な目標達成を目指すもので，各事業への資源展開と配分
を中心とする。①ドメイン（事業分野，活動領域）あるいは製品市場ポ
ートフォリオの決定，②経営資源獲得の決定，③経営資源配分の決定
2.事業戦略…個々の事業分野における目標達成を目指すもので，いかに競争
するかに焦点を当てる。①競争戦略の決定，②企業と外部組織（例…部
品供給業者，流通経路等）との関係の決定
それ故に，このそれぞれについて管理会計との関連を考えることができるが，
これまで行われてきた経営戦略に関する管理会計の研究は，次の4つに分類す
ることができるであろう。
1.全社戦略（主に設備投資の経済計算）への情報提供， 2.事業戦略（主に
競争戦略）への情報提供， 3.個々の戦略策定手法との関連に関するもの， 4. 
戦略促進のための業績評価システムの設計に関するもの
これにより，未だ管理会計との関連が検討されていない分野がかなりあるこ
とがわかる。それ故に戦略管理会計構築のためには，それらの研究が必要だが，
今後特に研究の進展が期待される「4.戦略促進のための業績評価システムの
設計」について補足し，今後の方向を示すことで，当論文の結びとしたい。
会計の重要な職能は，経営管理に役立つ情報を提供するという情報提供機能
に関するものだが，それに劣らず重要な働きは，企業の構成員を企業目標達成
に向けて促すという影響機能としての側面である（庚本 1989, p.646）。それ故
に経営戦略についても，この側面を考える必要がある。例えば前記の例では，
戦略類型と管理システムの関連について述べた節が，会計の影響システムに関
するものである。しかしそこでの議論は，戦略が既に存在していて，それを有
効に実施するにはどのような管理会計システムが適切かに関するものであっ
た。これは戦略策定の規範的モデルと呼ばれるもので，戦略の策定は整然とし
た，機械的な手続きにより行われるとの仮定に基づくものである。しかし現実
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には，戦略は対立する多くのグループ聞の，複雑で、非連続的な活動の結果策定
されるケースが多い（Dent1990, pp.13-14）。そこで，このような戦略策定プロ
セスそれ自体に対する関心が，近年経営戦略の分野で高まっている。それに応
じて管理会計の分野でも，このプロセスにどのように管理会計システムを関連
づけていくかという問題，すなわち戦略策定に管理会計システムがいかに影響
を与えていくかという側面が検討されており，今後，重要な研究課題となるこ
とが予想される。
それ故に戦略管理会計を構築するためには，会計の影響システムに関する考
察が必要である。この点については次の機会に行うこととしたい。
またこれに関連して，次の点を最後に指摘する必要がある。それは経営戦略
においては，従来の会計情報とは異なる情報がかなり必要となることである。
特に，前述の競争戦略のための情報提供，および戦略策定プロセスへの影響の
側面はこの傾向が強い。それ故に，もし管理会計が従来の枠組みにとらわれる
なら，今後さらに発展が期待される経営戦略への貢献は，かなり限られたもの
とならざるをえないであろう。しかし経営戦略に役立つどのような情報も含み
うるわけではない。したがって有効な戦略管理会計を構築するためには，この
問題に関する何らかの方針を提示する必要があるであろう。
〔註釈〕
（注1) その語源は，将軍の術を意味するギリシャ語の“Strategos”に由来するとされる
(Dent 1990, p.4) 
（注2) Chandlerの主たる関心は，「企業成長の方法（戦略）とその成長を管理するために
考えられた組織パターン（構造）の聞の関係の究明にあり，戦略自体は主たる問題
ではなかった」とされる（Hofer& Schendel 1978，邦訳， 1981,p.20）。
（注3) Ansoffは，明確に戦略の定義はしていないが， Hofer& Schendelが，その著書
から以下のような定義を抽出した。「組織が現在属lしている事業および将来属そうと
計画している事業の基本的性質を定義した製品／市場と組織活動との聞を結ぶ“共
通の脈絡”である」 (Hofer& Schendel 1978，邦訳， 1981,p.21）。
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（注4) Anthony は Andrews(1964, p. 5）による戦略の定義については言及しているが，
Anthonyと同年出版の Ansoff(1965），あるいは Chandler(1962）からの影響に
ついては述べていない。
（注5) 当時の設備投資の経済計算の理論的発展状況に関しては，庚本（1992'pp.235 318) 
により適切な検討が行われている。
（注6) Mintzberg (1973, pp.44-53）の分類（外部環境への対応、の仕方が積極的か消極的か
により，企業者型と適応型に分類し，さらに計画型を加えたもの）も広〈知られて
いるが， Miles&Snowによるものと基本的に類似しているので，ここでは示きな
かった。また，多角化に対する適応の仕方に基づく Rumeltの次のような類型化も
ある（1974,pp.29-32）…専業，本業中心多角化，関連分野型多角化，非関連分野型
多角化
（注7) わが国でもこれに関する研究は行われている。星野（1992'pp.82-95）は，わが国の
鉱・製造業222社の回答結果を基に，それを Miles&Snowの戦略類型に応じて分
類し，それと経営システム（情報システム…垂直的あるいは水平的，計画策定タイ
プ…重点的あるいは包括的）との関係について分析している。しかし業績管理シス
テムとの関連はあまり取り上げられていない。
（注8) Miles & Snowの類型に基づく研究に比べて数は少ないが， Porterの類型との関
連を対象とした研究も行われている。浅田（1990a,pp.10-25, 1990b, pp.104-114) 
は戦略と業績管理システム（予算編成過程，予算差異分析の利用，業績評価の状況
等）との関係を，アメリカ企業のデータを基に検討した。その結果，いくつかの点
で有意な差が認められたことを報告している。これにより Porterの類型に則して
行われた貴重な調査データが提供されている。また，多角化タイプと業績との関係
については， Rumelt(197 4, pp.120-121）および吉原等（1891,p.160）により調査
が行われたが，管理会計システムの使用状況についての調査は行われていない。こ
れらの研究については，スペースの関係でここで簡単に触れるにとどめることとす
る。
（注9) Porter (1985，邦訳， 1985,p.124）は，一般に利用できる公共データや，買い手，供
給業者とのインタヒ、ュ一等を利用して，戦略的に重要な活動毎に推定値を積み上げ
ていく方法を提案する。
（注10) それは，ある製造業者Mのある流通業者Dに対する販売依存度（MのDへの販売
額／Mの総販売額）と，流通業者Dの製造業者Mに対する仕入依存度（DのMか
らの仕入額／Dの総仕入額）の比率により求めることができる（加護野 1985' p. 
132.を要約）。
（注11) 製品のライフ・サイクル曲線に対しては，次のような批判がある。したがって，こ
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れらを戦略活動の指針として用いる際には，十分注意せねばならない（McNamee
1988, p.45，河野 1987, p.77. Hofer & Schendel，邦訳， 1981,p.124を要約）。①
すべての製品に適する共通した曲線はなく，製品により各段階の時間は大きく異な
る。そのため現在どの地点にいるかは，必ずしも明確に判明せず，その場合戦略的
指針を示さない，②産業レベルでは適用しうるが，製品レベルではわずかな妥当性
しか持たず，またブランドレベルでは妥当ではない。③法則ではなし しばしば見
られる現象にすぎない。それ故に，製品イノベーションや有効な販売促進策により
形状に影響を与えることができ，これにより衰退期を延ばすことができる。④製品
の分類を広くとればライフ・サイクルは長くなり，狭くとれば短くなる。
（注12) これは最も批判の多い点で，これを単純に適用すると，「製品の衰退をマーケティン
グの支援の停止により加速させてしまうこと，そしてまだ売れる可能性の残ってい
る製品を市場から早々と回収してしまうことなどにより，製品を自ら進んで衰退の
道へと向かわせる」（Germane1986，邦訳， 1987,p.62）結果となるので注意が必要
である。
（注13）全社的な資源を各事業分野に，いか 図
に合理的に配分するかという重要な
問題の解決を意図して開発された手
法で，経営戦略において最も広く知
られているものの一つである。その
最も基本的なものは図1のとおりで
ある。企業の複数の事業を，市場成
長率と獲得しているマーケット・シ
ェアにより分類し，ここに位置づけ
? ?
??
花形 問題児
成
?
??
金のなる木 負け犬
る。
かつて多数の企業により使用さ
れ，現在もかなり使用きれているが，
高 低i
マーケット・シェア
次のような批判jもある。①拡大あるいは撤退のような基本的戦略を，シェアと成長
率というわずか2つの尺度に基づいて行うことは，単純化しすぎで，非現実的で、あ
る。②高い成長率の市場は競争も大であるため，魅力ある市場とは言えないことも
ある。③シェアとキャッシュ・フローは，必ずしも正の関係とは限らない。小シェ
アの企業が大の企業よりも高い収益を得ている場合も多くある。④事業聞のシナジ
一関係を無視する。⑤新規事業，および新製品を無視する。（McNamee 1988, pp. 
157-158，森田 1991 p.223，および加護野等 1985, pp.57 59.を要約）。
（注14) 例えば Ward(1992, pp.46-52），あるいは McNamee (1988, pp.150-158）を参照。
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（注15) 拡大戦略とは，短期的に利益を損なってもシェア拡大を目指すもので，「問題児」に
属する事業に適切とされる。また収穫戦略とは，短期的な資金流入の増大を目指す
もので，「金のなる木」に適切とされる。
（注16) 現在の代表的な定義として，伊丹（1989,p.29）は戦略を「組織としての活動の長期
的な基本設計図を市場環境とのかかわり方を中心に描いたもの」と定義する。また
Wilson (1991, p.83）は戦略の特徴としていくつかの点をあげている。これを以下
に要約すると，①組織活動の範囲の決定に関連する，②組織活動と環境の機会，お
よび資源に注目する，③組織の資源の配分に注目する，④組織の人々の価値観によ
り影響を受ける，⑤組織の長期的進路に影響を与える，⑥非定型的意思決定である。
この両者とも環境要因を重視していることを読み取ることができる。
（注17) （加護野 1991, p.5）では，さらに製品戦略があげられているが，これは事業戦略に
含まれると考えられるので，ここでは省略した。またこれ以外に機能別戦略があげ
られることもある（Hofer& Schendel 1978，邦訳， 1981,p.35.，野中 1985, p.60）。
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